
公立の義務教育諸学校等の
教育職員の給与等に関する特
別措置法等の一部を改正する
法律 （給特法の一部改正）

先生が働きやすく、教育の質が高まる学校へ



法律改正の趣旨



・市教育委員会は「業務量管理・健康確
保措置」の計画を策定・公表・実施状況
の公表

・計画内容及び実施状況を総合教育会
議へ報告義務



施行スケジュール

・教職調整額の引き上げ（４％→１０％） ・業務量管理の計画策定義務化
・主務教諭の配置



給特法一部改正の指針のポイント
＜目標＞

・1カ月時間外在校等時間が４５時間以下の割合を
１００％にする

・令和11年度までに、１カ月時間外在校等時間の
平均を３０時間程度に削減する

＜内容＞

・市教育委員会が講ずべき措置の内容に、「学校と教師
の業務の3分類」「学校の業務の適正化」等が示された。



学校と教師の業務の３分類

〇学校以外が担う業務
〇教師以外が積極的に参画
すべき業務
〇教師の業務だが、負担軽減を
促進すべき業務




